
業務規程及び送配電等業務指針
変更案の概要について

２０２５年６月１７日

電力広域的運営推進機関
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◼ 本機関の委員会の議論などに適切に対応するため、業務規程及び送配電等業務指針を変更する。

◼ 主な変更のポイントは以下のとおり。変更の背景・内容などについては、次頁以降のスライドにて説明。

1. 連系線のマージン又は運用容量拡大分の使用に関する規定の変更（業務規程）

• 需給状況悪化時の連系線のマージン又は拡大した運用容量の使用要件に関する変更

• 2025年8月1日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行

2. その他規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）

• 用語や定義の一部見直し等

• 2025年8月1日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行

業務規程及び送配電等業務指針の変更案の概要
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1. 連系線のマージン又は運用容量拡大分の使用に関する規定の変更（業務規程）

• 需給状況悪化時の連系線のマージン又は拡大した運用容量の使用要件に関する変更



3１ 連系線のマージン又は運用容量拡大分の使用に関する規定の変更の背景

これに対応するため、連系線のマージン又は拡大した運用容量の使用に関する規定を変更する。

※1 本機関が、エリア予備率3％未満の見通しのエリアへ、それ以外のエリアから必要な電気を供給するよう指示することで、受電エリア
の需給バランスを確保する措置。

※2 第86回 広域系統整備委員会（2025年1月15日）。

需給状況を改善するためエリア間の電力融通（エリア間補正融通※1）を本機関が指示するに当たって、
連系線の空容量には余裕があっても、地内系統の混雑の影響により空容量の使用を制限する必要が
生じ、当該連系線を通じた融通量に制約が生じた事象がすでに発生している。本機関が需給状況を改
善するために指示又は要請を行う際、こうした制限が生じるケースは、電源のノンファーム型接続の導入
拡大等に伴い、今後一層増加していく可能性が高い※2。

※3 現行の業務規程では、連系線の空容量が不足する場合に、連系線のマージン又は拡大した運用容量を使用することができること
を規定しているが、空容量に余裕があってもその使用が制限される場合に、空容量が不足する別の連系線のマージン等を使用で
きることについて規程上明確ではない。なお、マージンは、連系線の空容量のうち電力系統の異常時等への備えとして、平時は使
用せずに確保しておく容量をいう。

これら状況を考慮し、本機関が需給状況を改善するための指示又は要請を実施するに当たって、連系
線に空容量があっても、地内系統の混雑の発生により、当該連系線の空容量を使用した電気の供給を
制限せざるをえないときは、空容量の不足する別の連系線のマージン又は拡大した運用容量を使用した
電気の供給を指示又は要請できることを、本機関の業務規程において明確化する※3ことで、電力の安
定供給に万全を期す。
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［変更内容］

• 本機関は、需給状況を改善するための指示又は要請を実施するに当たって、地内系統の混雑によ
り、連系線の空容量を使用した電気の供給を制限するときは、連系線（空容量の使用に制限が生
じている連系線を除く。）のマージン又は拡大した運用容量を使用した電気の供給を指示又は要請
できることを規定。

【業務規程第１１６条】＜変更＞

１ 連系線のマージン又は運用容量拡大分の使用に関する規定の変更の内容
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【融通前（エリアBの地内混雑により連系線Dの空容量の使用不可）】

【融通後（連系線Eのマージン又は拡大した運用容量を使用）】

（参考）連系線の空容量の使用に制約がある場合の連系線のマージン等の使用イメージ
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6（参考）重負荷期の基幹ループ系統制約の実績

本事例は、連系線のマージン又は運用容量拡大分を
使用せず、空容量を使用した中部エリアからのエリア間
補正融通により、関西エリアの供給力不足を解消した
ケースであり、前頁（５スラ）のイメージ図とは、状況
が異なる。

第86回 広域系統整備委員会（2025年1月15日）資料2から抜粋
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第86回 広域系統整備委員会（2025年1月15日）資料2から抜粋

（参考）重負荷期の基幹ループ系統制約の見通し
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2. その他規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）

• 用語や定義の一部見直し等
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［変更内容］

• 規程類で定義している用語や定義について、以下のとおり見直しを行う。

（１）連系線の混雑を解消するための措置※1として定義している「混雑処理」について、ノンファーム
型接続の適用開始により地内系統にも混雑が発生することを考慮し、一般送配電事業者の
供給区域内の流通設備の混雑を解消するための措置※2を含む用語として定義を見直す。

※1 連系線に混雑が発生する場合、本機関は、JEPXの翌日取引（前日スポット取引）で連系線を跨ぐ約定を制

限するとともに、それ以降、連系線の計画潮流を抑制し混雑を処理。

※2 平常時に地内系統で混雑が発生する場合、一般送配電事業者等は、再給電及び一定の順序に基づく制御に
より、混雑を処理。

（２）日本卸電力取引所の取引規程に基づき「１時間前取引」を「時間前取引※3」に変更する。

※3 時間前取引は、実需給前日の夕方から実需給当日のゲートクローズ（実需給の１時間前）までの間に日本卸
電力取引所で随時行われる電気の取引。

• 混雑緩和希望者提起による系統増強プロセスに関して、発電設備等の連系時の業務フローと同様
に、一般送配電事業者等は、工事が長期にわたる場合、 混雑緩和希望者等からの工事費負担
金の支払い条件の変更要請（分割払い等）に対して合理的な範囲で応じること、及び混雑緩和
希望者等は、詳細検討の回答日※4から１か月以内に工事費負担金契約を一般送配電事業者
等と締結する必要があることを明記。

※4 一般送配電事業者等は、詳細検討で、必要に応じて現地調査を行い「増強工事の概要」、「概算工事費」、「工事費負
担金概算」及び「工期」等を検討し、混雑緩和希望者等に回答。

2 その他規定の変更の内容
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［変更内容］

• その他記載の適正化（字句修正等）。

【業務規程第２条、第１２１条、第１２３条の２、第１２５条、第１３１条、第１３２条、
第１３４条、第１４３条、第１４３条の２～第１４３条の５】＜変更＞

【送配電等業務指針第８８条の２、第９３条、第９７条、第１０３条、第１３８条、
第１３９条、第１４０条、第１４１条、第１５３条の３、
第２０９条の２、第２２１条】＜変更＞

2 その他規定の変更の内容

＊下線付きの条文は、変更の内容が
「記載の適正化」のみの条文



11（参考）発電設備等系統連系及び混雑緩和希望者による系統増強プロセスの手続（概要）
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※3 工事が長期にわたる場合は、一般送配電事業者等との協議の結果を踏まえて、合理的な範囲で支払い条件の変更

（分割払い等）が可能。

※1

連
系
承
諾

工
事
費
負
担
金
契
約

工
事
費
負
担
金
支
払

詳
細
検
討
の
回
答

工
事
費
負
担
金
契
約

工
事
費
負
担
金
支
払

1か月

1か月

※2 ※3

※3

募
集
結
果
通
知

プ
ロ
セ
ス
開
始
申
込
み

（
分
割
払
い
可
）

（
分
割
払
い
可
）



12（参考）混雑緩和希望者提起による系統増強プロセスの概要

混雑緩和プロセスの手続について（2024年12月5日）概要説明資料から抜粋


